平成27年度　都道府県作業療法士会連絡協議会　第2回役員会議事録

日　時：2016年1月16日（土）　17：00～
会　場：TKP神田駅前ビジネスセンター
出席者：大場会長（北関東支部）、柴事務局長（東海北陸支部）、監事：岩佐、稲垣
　　　　楢原（中国支部）、澤田（四国支部）、内田（九州支部）、長倉（近畿支部代理）
欠席者：長谷川（北海道・東北区支部）、錠内副会長（南関東・北信越支部）、上田（近畿支部）
[bookmark: _GoBack]書　記：長倉

■議事
１．平成27年度支部活動報告
　・北海道：「市町村担当者会議」、「作業療法士業務の啓発に資する各種ツール作製」
　・東　北：「先駆的取り組み事業実践報告会」　　     　 ＊資料あり
　・北関東：「第1回北関東東信越ブロック学術大会」   　 ＊資料あり
　・南関東・甲信越：第一部　OT協会中村会長講演「これからの作業療法」　第二部　士会懇話会
　・東海北陸：第4回リーダー養成研研修会　　       　　＊資料あり
　・近　畿：近畿作業療法学会（京都）、4プロジェクト「バリアフリー・MTDLP・認知症・災害」
　・中　国：「中国地区作業療法学会」「作業の日　啓発グッズ作製」
　・九　州：「臨床実習指導者養成研修会」「事務局長会議」　＊資料あり
　
２．連絡協議会の今後のあり方
　　【意　見】
　・協議会の存続のためには協会の支弁による運営から自助・共助・互助の活動へと移行すべきである。
　・協議会活動＝支部活動であるが、現在の活動以上に追加があるのか。
　・協議会の専有要件とは何か→特出すべき点はない。
　・東海北陸学会は、協議会支部学会として名称を使用しているため、協議会がなくなれば名称変更が
必要となる。→問題なし。
　・横のつながりがまだ十分とは言えない支部もあるが、予算も各県士会から支出し、独自に支部単位の活動は継続できている。
　・47委員会とは別に、独立した団体としての協議会の存続が必要といった県士会の意見もある。
　・イメージしていたトップダウン的な47委員会の活動とは違い、県士会の交流に繋がっている。
　・協議会存続のメリット、デメリットを考えて、総会での執行部案を決定する。
　　【協議会がなくなったときのデメリット】
　・地域組織への支援という機能や支部としての地域特性などを考えても問題とはならない。
　・理事会へ参加し、情報共有の機会がなくなる　
会誌ができ、速やかに情報も届けられる、メール等連絡手段も変化している。
　　　文面では伝わらないこともある→伝達する中で伝わりきらない→デメリットにはならない。
　
３．総会・次年度に向けた事業計画
　・協議会の「存続」と「解散」についての議案について
　　　前述の検討からも残すための特別な意見はなく、総会では「協議会解散案」を執行部案とする。
　・総会後の活動について
　　　①可決：残余財産の整理について→記念誌の作製（沿革、歴代会長の言葉、活動報告など）
　　　②否決：会費は、事業費のための増額、規約の見直しなどが必要になる。
　・総会の日程について
　　　平成28年5月29日（日）
　
　　　　
